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【高知県】

１人１台端末の利活用に係る計画

１．１人１台端末をはじめとするＩＣＴ環境によって実現を目指す学びの姿

デジタル技術の進展は加速度を増しており、生活や仕事等あらゆる場面・分野におい

て、ＡＩ・５Ｇ・クラウド技術などデジタル技術の活用が急速に進んでいる。こうした

デジタル技術の活用により、地域、年齢、性別、言語等に関わらず、一人一人の多様な

状況やニーズに応じたきめ細かな対応が可能となる。また､生成ＡＩによって様々なコ

ンテンツが生み出されるなど、デジタル技術の活用によって新たな価値の創出にもつな

がっている。

進化したデジタル技術の活用によって、生活がよりよく変わる「デジタルトランスフ

ォーメーション（ＤＸ）」の実現を目指し、行政・民間など様々な立場で取組が進めら

れています。県としても「第２期高知県デジタル化推進計画」（計画期間：令和６～９

年度）に基づき、「デジタル化の恩恵により、暮らしや働き方が一変する社会」を目指

して、生活、産業、行政の各分野でデジタル化に取り組んでいる。

この流れは、社会を生き抜く力を育み、子どもたちの可能性を広げる場所である学

校・教育においても例外ではなく、むしろ社会に羽ばたく子どもたちが予測困難な未来

社会を自立的に生き、社会の形成に参画するための資質・能力を育めるよう、学校や教

育こそ、デジタル技術を活用して、授業や学習、支援の充実に向けて変化をしていく必

要がある。

その環境・体制等の整備として、国の進める「ＧＩＧＡスクール構想」に基づき、本

県においても小・中学校、高等学校、特別支援学校等の児童生徒１人１台端末の整備が

令和３年度に完了した。今後は、さらにこの１人１台端末等のＩＣＴ機器を活用して、

個別最適・協働的な学習を実現するため、指導の充実が必要となる。また、地理的条件

に関わらず教育機会を確保したり、不登校の兆し等の早期把握や不登校児童生徒の多様

な教育機会の確保につなげたりするなど、デジタル技術を活用し、多様な状況にある子

どもたちに寄り添った教育や支援を展開していくことが必要となる。

「超スマート社会(Society5.0) 」と言われる中で、子どもたちに必要な資質・能力

を育成していくことにも学校・教育は取り組まなければならない。例えば、前述した生

成ＡＩについては、様々な活用のメリットが挙げられる一方、子どもたちがＡＩの回答

を鵜呑みにするのではないかなど、懸念も指摘されており、国は、令和５年７月に「初

等中等教育段階における生成ＡＩの利用に関する暫定的なガイドライン」を示した。ま

た、令和６年12月には、学校現場における生成ＡＩの適切な利活用を実現するための参

考資料となるよう、生成ＡＩの概要や基本的な考え方、場面や主体に応じて押さえてお

くべきポイントなどをまとめた、このガイドラインのVer.2.0が公表された。こうした

新しい社会に対応するため、教育を通じて、「情報活用能力」といった、デジタル技術

を成果の向上や課題解決のための手段として主体的に使いこなす力だけでなく、他者と

協働し、人間ならではの感性や創造性を発揮しつつ新しい価値を創造する力を育成する

ことが求められている。
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本県においては、令和３年度に１人１台端末及びネットワークの整備が完了し、端末

の活用に向けた取り組みを進めてきた。令和５年度に実施した端末活用に関する児童生

徒対象の調査では、週３回以上の活用が小中高全てで77％以上になるなど、学校での活

用が進んでいる。

一方、義務教育段階において、平日に学校の授業時間以外に勉強を「全くしない」と

回答した児童生徒の増加や、１人１台端末の家庭における日常的な活用は進んでおらず、

家庭学習の習慣化とその内容の充実が課題となっている。また、高等学校段階において

も、学習習慣が身についていない生徒や、義務教育段階の学習内容が十分定着していな

いと見られる生徒がいる。

そのため、デジタル技術を効果的に活用しながら、授業と授業外学習を切れ目なくつ

なぐシームレス化を進める。

３．１人１台端末の利活用方策

１人１台端末の利活用を促進するため、第４期高知県教育振興基本計画に基づき、以

下の取り組みを進める。具体的な取り組みのＫＰＩ等は、同計画において定めている。

○小中学校

・デジタル技術を活用した個別最適・協働的な学びの充実

１人１台タブレット端末やデジタル教材（デジタルドリルや生成ＡＩ）を効果的に

活用しながら、問題解決に主眼を置いた授業改善と、授業と授業外学習を切れ目なく

つなぐシームレス化を推進することで、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充

実を図るとともに、１人１台タブレット端末の持ち帰りによる授業外学習の充実を図

る。

・学習支援プラットフォームの活用促進

本県で独自に整備した学習支援プラットフォーム「高知家まなびばこ」の活用を促

進し、スタディログダッシュボード（※１）やきもちメーター（※２）等を活用する

ことで、児童生徒一人一人の強みを伸ばしてつまずきをサポートする教員の指導の充

実を図り、児童生徒の主体的・自主的な学習につなげる。

※１ スタディログダッシュボード

県版学力調査やデジタルドリル学習結果などの学びの記録を児童生徒や教員が把

握しやすいように整理して、１人１台端末で閲覧できるようにしたもの。

※２ きもちメーター

児童生徒が登校後に１人１台端末を使い今日の気持ち等を送信すると、教員の確

認画面で回答を把握することができる。きもちメーターの回答と実際の様子を重ね、
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心の変化を早期発見したり、対象となる児童生徒への指導・支援の方法を考えたり

する高知県独自のツール。

・ＩＣＴ活用力向上事業

小学校における組織的・計画的なプログラミング教育を促進する研修を実施し、系

統的なプログラミング教育の充実を図る。また、デジタル教材等を活用した研修を通

して、ICTを活用した授業づくりを普及させる。

○高等学校

・デジタル技術を活用した個別最適・協働的な学びの充実

１人１台タブレット端末やデジタルツールを活用し、生徒一人一人の特性や学習進

度、学習到達度等に応じた「個別最適な学び」と「協働的な学び」を一体的に充実さ

せていく。また、デジタルツールを活用した授業と授業外学習を切れ目なくつなぐシ

ームレス化を行うことで授業外学習時間の充実を図る。また、小中学校の取り組みと

同様に、学習支援プラットフォームの活用を促進する。

・高大連携による次世代のデジタル社会に対応した教育の充実

ICT技術やデータサイエンスの深い理解に基づいて、次世代のデジタル技術やAI技

術を活用しSociety5.0における様々な課題解決ができる人材の育成に向け、高等学校

と大学とが連携し、デジタル分野の専門的な知識や理論、技術等を系統的に学習でき

るプログラムを構築する。

○特別支援学校

・特別支援学校の教育内容充実

県立特別支援学校において、各教科等の学習の土台となる自立活動の指導を中心に、

長年特別支援学校が培ってきた専門性をさらに高めるとともに、個別最適な学びのた

めのICT機器の日常的な活用を促進し、個々の障害に応じた指導・支援の充実を図る。

○校種横断の取り組み

・早期発見・早期支援のためのシステム運用・周知

児童生徒の変化の把握や指導内容の教員間での情報共有のため、「きもちメーター」

や「校務支援システム」を安定的に運用するとともに、継続的に周知を図る。

・教員のＩＣＴ活用指導力の向上

ICTを活用した学習指導の充実を図るため、幅広い教員を対象とした指定研修の実

施、情報教育の中核的な役割を担うリーダー教員の計画的養成、教員同士の学び合い

や校内研修等の取組を推進する。


